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国家工商行政管理総局、公安部は 2010 年 1 月 4 日、「外国企業の常駐代表機構登記管理の一層の強化に関する通知

（工商外企字[2010]4 号）」を公布、また国家税務総局は 2010 年 2 月 20 日、「外国企業常駐代表機構税収管理暫定弁法

（国税発[2010]18 号）」を公布しました。本件により、外国企業の駐在員事務所に対する監督・管理が強化されることとなりま

した。具体的な内容は下記の通りです。 

 

 運営管理面の強化 

項目 内容 補足説明 

駐在員数 
代表人数を 4 人に限定（首席代表も含

む） 

既に代表が 4 人以上の駐在員事務所は、人

員の新規追加ができず、登録抹消のみ認めら

れる 

新規設立、名称変更

時の手続 

外国企業（親会社）が 2 年以上存続して

いることを証明する書類及び資本信用証

明の提出要 

中国大使館、領事館の認証を取得して提出 

登記証の有効期限 ３年から 1 年に短縮 

既存登記証の有効期限が 1 年以上ある駐在

員事務所でも、登記変更の際には、有効期限

1 年の登記証が再発行となる 

当局による現地調査 登記証取得日より 3 ヶ月以内に実施 虚偽の届出があった場合、罰則規程あり 

 

 課税の強化 

項目 内容 補足説明 

各種税の申告納付 
駐在員事務所は企業所得税や営業税、

増値税を申告納付しなければならない 

駐在員事務所は、「原則非課税」から「原則課

税」へ位置付け変更 

税務登記の申請 
工商登記証書受領より 30 日以内に登記

が必要 
― 

課税方法 

収入または原価費用を正確に計算でき

ない駐在員事務所には、経費支出に基

づき課税所得額を算定する「経費課税

方式」か、収入総額に基づき課税所得額

を算定する「収入課税方式」のいずれを

採用するか、所轄税務署が判断 

経費課税方式 

企業所得税額={当期経費支出額/（1-査定利益

率-営業税税率）}×査定利益

率×企業所得税率 

収入課税方式 

企業所得税額=収入総額×査定利益率×企業

所得税率 

経費課税の 

『査定利益率』 
10％から 15％に引上げ 

経費をベースに想定利益を算定する際の利

益率を引上げ 

 

今回の管理強化通知及び税収管理通知により、外国企業の駐在員事務所は、毎年の登録更新、企業所得税や営業税

の納付手続による事務負担が増え、納税義務が発生する事務所も少なくないと思われます。 


